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重要性が指摘されている。たとえば OECD は、2006 年、 「消費者政策のための需要側の経
済学ラウンドテーブル」を開催し、その中で行動経済学が今後の消費者政策の立案に資す




















































者相談の件数は、2003 年度に 100 万件を超え、2004 年度には 200 万近くに達した(図 1)。
2005 年度は若干低下したが、20 世紀に比べれば、依然として高水準である。 
                                                  
2  詳細は、経済産業省「製品安全ガイド」を参照。 
3  「悪質商法」と「製品事故」について、日経テレコン 21 で、日経四紙、一般紙・専門紙
(NHK ニュースを含む)の見出しを検索した。 以下のように、 この二十年余りで増えている。 
  1986 年 1996 年 2006 年 
「悪質商法」 338 件 949 件 2,790 件 
「製品事故」 1 件 111 件 389 件 
   6
 ( 図 1)  消費者相談件数の推移 
 


















                                                  
4  特定商取引法の対象となる取引は、通信販売、訪問販売、電話勧誘販売、特定継続的役務
提供、連鎖販売取引(いわゆるマルチ商法)、業務提供誘引販売取引(いわゆる内職商法)の六
種類である。取引によって、対象となる商品や役務が指定されている。   7
(表 1)特定商取引法に基づく行政処分の推移 
 
 ( 出典)  経済産業省「消費生活安心ガイド」   8
(図 2) 
 







このような相談の増加はみられ、 たとえば 2007 年 2 月に英会話学校 NOVA に特定商取






                                                  
5  悪質商法に関する主な情報源として、経済産業省「消費生活安心ガイド」 、内閣府「消費








は 2004 度年まで増加傾向にあり、2005 年度からは、 この増加傾向が取締り等の対策強
化によって抑えられた可能性が高い。 
ただし、図 2 の 2005 年度と 2006 年度の減少は、必ずしもそのまま消費者問題全体





め、海外先物オプション取引の仲介サービス電話勧誘販売等は、2007 年 7 月に特定商
取引法の政令で指定され、その後は法の規制対象となった。7 
 
(2)  消費者と事業者の情報、交渉力格差 










                                                  
6  日本経済新聞は、2008 年 2 月の自民党消費者問題調査会での圓山茂夫の発言を報道した
中で、相談員数が「06 年度まで増加し続けてきた」とした(2008 年 3 月 10 日付け日本消費
経済新聞 2 面)。 
7  経済産業省(2007 年 6 月 15 日)「 『特定商取引に関する法律施行例の一部を改正する政令』
について」<http://www.no-trouble.jp/u/pdfs/070615.pdf 
  なお、対象となる商品やサービスが政令で限定列挙されていることによる法の抜け穴を
ふさぐことを含む特定商取引法改正案が、2008 年 3 月に閣議決定され国会に提出された。
この法案については、本稿の「8.検討中の消費者政策」で紹介する。   10








弱な存在である」 と記述し、 「消費者問題はこのような格差に由来する」 と解説した。 (大
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「2000 年・・・実に 4 軒に 1 軒はひとり暮らし家庭である。 ・・・本書で拾った
トラブルでも孤独の中で立ちすくむお年寄り、女性の姿が散見できるし、他方で
そういう孤独な消費者に仕掛ける悪質業者の手練手管が巧妙化し、 だましのスキ
ルを向上させている傾向がうかがえる。 」(消費者機構日本 2007  19 頁) 
このように高齢化し孤独な消費者と、彼らの特性を認識し狙う事業者の存在が、消費
者と事業者の情報格差、交渉力格差のひとつの要因である。訪問販売に関する相談に占
める 60 歳以上の割合は増加しており(図 3)、また、一件あたりの被害金額をみても、高
齢者の被害金額が多い(図 4)。 訪問販売に関する消費者相談における 60 歳以上の相談件
数の割合は、人口全体の 60 歳以上の割合を大きく上回っている。9 
 ( 図 3) 
 
        (出典)    産業構造審議会特定商取引小委員会報告書  7 頁 
                                                  
8 2004 年全国消費実態調査によれば、世帯主が 60 歳以上の二人以上の世帯は 2000 万円を
超える貯蓄を保有している。金子(2007) 90 頁 
9  国連人口基金の 2007 年 10 月付けの記事「アジア諸国による高齢化の対策強化」には、
日本の人口に占める 60 歳以上の割合は 28%とある。   12
 ( 図 4) 
 

















                                                  
10  経済産業省の 「消費生活安心ガイド」 に、 特定商取引法に基づく処分が掲載されている。
2008 年 3 月に特定商取引法違反で業務停止命令を受けた宗教法人幸運乃光(通称名 「高島易
断総本部」等)は、高齢者に多額の被害を及ぼした例である。この法人は、明確な根拠なく
「息子さんの運気がどんどん下がっている。 これを何とかしなければ、 大変なことになる。 」
等として祈願等の契約をさせ、契約解除を申し出た消費者に対しては「あなたは私の面子
を潰す気ですか。もうあなたのためにお札も作ったし・・・」等と、契約解除が不可能で






























                                                  
11アメリカの心理学者ジェリー・マッギー(McGhee)は 1983 年の論文 「高齢消費者の被害に
あいやすさ」で、住宅リフォーム、健康関連商品・サービス等について述べ、高齢者が被
害にあいやすい理由として、健康と自立の喪失に対する恐怖、知識の不足等を挙げた。 
(仁平 2006  47 頁) 
12  たとえば 2008 年 3 月に特定商取引法違反で業務停止命令を受けた㈱トーショウは、 「タ
ダで物をあげる」等と言って消費者を販売会場に誘引し、医療機器でない機器を「糖尿病
に効く」 「高血圧にいい」等と告げて販売した。同社との契約関係が確認できた消費者の平
均年齢は 75 歳、最高齢は 94 歳だった。経済産業省























                                                  
13  経済産業省  2005 年 8 月、 住宅リフォーム工事の訪問販売の西日本基礎㈱に対する業務
停止命令<http://www.meti.go.jp/policy/consumer/houshikkou/reform050810.pdf> 
14  経済産業省  2006 年 10 月、整水器、浄水器等の訪問販売のサンライズコーポレーショ
ン㈱に対する業務停止命令
<http://www.meti.go.jp/press/20061027003/tokutei-press-release.pdf> 
15  経済産業省  2007 年 8 月、 エステティックサービス、 化粧品、 サプリメントの訪問販売、
特定継続的役務提供の㈱ヴィーナス等に対する業務停止命令
<http://www.meti.go.jp/policy/consumer/070808vn.pdf> 





17  経済産業省  2007 年 11 月、浄活水器、化粧品、健康食品等の連鎖販売取引の㈱ドリー
ム・オブ・トータル・コミュニケーション等に対する処分
<http://www.meti.go.jp/policy/consumer/071122dtc.pdf> 
18  経済産業省  2007 年 6 月、語学教室の特定継続的役務提供の㈱ノヴァに対する処分



























                                                  
19  心理学関係の文献としては(Chialdini2001)、ビジネススクール関係の文献としては
(Fisher,Shapiro2005)が挙げられる。 
20  例えば(太田、草野 2007)は、法的な紛争の交渉による解決について、事例を交えて解説
している。 






較的あいにくい可能性がある。   16
から」22と言う等、既存の人間関係を利用した営業手法による説得がみられる。断ろう






























表｣を 2006 年に改定した。 このとき、 消費者対応部門の重要性が高まったことに触れ 「消
                                                  
22  経済産業省  2007 年 8 月、インターネット端末機の連鎖販売取引のユナイテッド・パワ
ーに対する処分  <http://www.meti.go.jp/policy/consumer/070810up.pdf> 
23  経済産業省  2007 年 11 月、健康美容機器、健康食品の連鎖販売取引の㈱サンヨーメガ
に対する処分  <http://www.meti.go.jp/policy/consumer/071128sm.pdf>   17
費者対応部門の機能自体は基本的に変わるものではないが、 果たすべき役割の項目は増
加している。 」とした。24ACAP は、2007 年 4 月に「ACAP 研究所」を設立し企業の消
費者啓発の取り組み等に関する調査を行うなど、その活動を強化した。25 
















・  一方最近では、 「ビジネスとエシックスというある意味では相反するものが矛盾
なく共存して新しい価値を創るということが僅か 10 年の間に当り前のように










                                                  
24 ACAP  <http://www.acap.or.jp/kigyou-dantai/syupan-annai/matrix.html> 
25 ACAP  <http://www.acap.or.jp/taigai/news-release/img/nr2007-2.pdf> 
26  経営倫理実践研究センター  <http://www.berc.gr.jp/index.html> 
27  なお、問の文は、 「企業不祥事が問題となって結果的に経営姿勢が問われる背景は何だと
思いますか」である。回答項目には、本文に挙げた消費者の目のほかに、経営慣行と社会
常識のずれ、法律の厳格化等が挙げられている。回答数は、50 である。   18
現れる程度でした。しかし今では、いい神様のはずなのに社会のストレスで、難し
















②  インターネット通販の「囚人のジレンマ」 
  取引ではそもそも、取引主体が利己的に行動すると、相手を裏切る結果となる可能性
がある。 以下では、 まずインターネット通信販売の取引をゲーム理論の手法で検討する。  
  インターネット通販を例にとって、この取引の利得構造を見る。 
A さんはインターネットで、 市価 5,000 円の CD を 4,000 円で売るという B さんから
買おうとする。A さんはこの CD に 5,000 円分の価値があると感じているからである。
B さんは、その CD を 3,000 円で仕入れている。B さんがこれを 4,000 円で売りたいの
は、B さんにとってその CD は 3,000 円分の価値しかないからである。 
ここで、両者は同時に代金や品物を相手に送付する契約をするものとし、モール運営
事業者等は存在しないと仮定する。また、商品の送付運賃等の取引費用は捨象する。 
  それぞれが取引相手と協力する(契約を守って代金や CD を相手に送る)か、 裏切る(契
約を破って相手に何も送らない)かによって場合分けする。 当初は A さんが 4,000 円、 B
さんが 3,000 円で仕入れた CD を持っていたとして、 事後に各人が保有する価値を千円
単位で示すと、以下のようになる。各欄内の数字の左が A さん、右が B さんの保有す
る価値である。 
 
                                                  
28  経済産業省<http://www.meti.go.jp/policy/consumer/press/051206houdouhappyou.pdf> 
29  経済産業省「消費者安心ガイド」
<http://www.no-trouble.jp/search/rules/pdf/auctionguideline.pdf>   19
     B さん   
協力  裏切 
協力  5,4     0,7  A さん 
裏切      9,0     4,3 
 
      同じことではあるが、この契約による各人の利益と損害を、最初持っていた価値から
の増減表すと、以下のようになる。 
 
     B さん   
協力  裏切 
協力  1,1    -4,4  A さん 
裏切      5,-3     0,0 
 
一度だけの取引であれば、双方とも、相手を裏切ることが、それぞれの利益を最大化す
る。すなわち、買い手の A さんは、B さんが商品を送る場合も送らない場合も、代金を
送らない方が取引後の手持ち価値が多い。売り手の B さんは、A さんが代金を送る場合
も送らない場合も、商品を送らない方が取引後に保有する価値が多い。この結果、双方と
も相手を裏切れば、取引は行われない。 






ンマ」と同じ構造である。30A さんと B さんの取引は、以下のように、囚人のジレンマの
二つの条件を満たしている。 
条件１  四つの値の順番:一方的に裏切るときの利益が最高で、 裏切られるときが最低。
協調しあうときの利益は、裏切りあったときより大きい。 
   A さんにとっては、5>1>0>-4 
      Bさんにとっては、4>1>0>-3 
                                                  
30  典型的な囚人のジレンマとして挙げられるゲームの利得表は、以下のとおりである。 
      横プレイヤー   
協調  裏切 
協調  3,3 0,5  縦プレイヤー 
裏切  5,0 1,1 
(Axelrod 1984)  8 頁   20
条件 2  協調しあうときの利益は、 一方的に裏切ったときと裏切られたときの平均より
大きい。 
   A さんにとっては、1>(5-4)/2 
   B さんにとっては、1>(4-3)/2 
   






 ( 図 5)  インターネット取引の問題31 
 
 
 ( 出典)   2007 年 2 月  産業構造審議会消費経済部会・割賦販売分科会合同委員会資料 
                                                  
31  経済産業省ホームページ 
<http://www.meti.go.jp/policy/consumer/sankoshin/sk_bukai/070216/siryou5-1.pdf>   21
             ( 図 6)インターネット販売等の苦情の内容 
 
(出典)   2007 年 2 月  産業構造審議会消費経済部会・割賦販売分科会合同委員会資料 
 




















                                                  
32  特定商取引法の概要と 2006 年度までの主な法令違反・行政処分、 及び市場の規範の一般














れが正しいかどうかを検討する。   23
































                                                  
33 ( 藤田 2006)が、 「ソフトロー研究」の中で、主に企業間の取引に関する裁判に関して商慣
習を裁判規範として用いることに関して問題提起した。なお、 「ソフトロー研究」は、東京
大学 21 世紀 COE プログラム「国家と市場の相互関係におけるソフトロー――ビジネスロ


















2005  3 頁) 
神田はソフトローの例として経団連の「企業行動憲章」を挙げ、 「日本経団連は、企業
行動憲章に従わない企業に対しては、 会員からの除名という制裁も与えるようである」 (神





















る行為を実行することに対して罰を与えることである。 」とする。(Coleman 374 頁)倫理
学では黒田亘が「行為と規範」の分析の中で、 「ここで『規範』と呼ぶのは、たんに規則
であるばかりでなく『掟』という性格をもった規則、社会的な圧力によって維持される
























況であった。(荒木 2006  29 頁)34しかし、均等法の出現により、少なくとも官庁や大企
                                                  
34なお、荒木は松本や神作の定義とは異なり、立法のうちの努力義務規定もソフトローの一


































                                                  
35  それまでは、 「採用説明会の参加は男子に限ります」 「当省は上級職は女性は採用しませ
ん」 「女性の採用は短大卒のみ。 大卒の採用は男子のみです」 等が普通に堂々と言われたが、
このような表立った差別は減少した。 






OECD の「消費者保護ガイドライン」37を挙げている。(斉藤 2005 4 頁) 1999 年の「電子











と思はず、 其の国一切の人を大切にして、 私利を貪ること勿れ…」 を紹介し、 これを 「売






の社会的責任というのは何も新しいことではない。 」 と記述されている。 (小林等 2007 17
頁)末永國紀は滋賀経済同友会が発表した「滋賀 CSR モデル」を紹介し、近江商人の経




し、少なくとも 21 世紀の日本全体をみると、 「三方よし」は、その遵守・不遵守が経済
的利益・不利益や社会的評価・批判に直接につながるような規範ではない。 
この近江商人の家訓のように、一定の範囲の人々に共有され、遵守に向けた経済社会
                                                                                                                                                  
<http://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.jp/jorei/jorei/jyoubun.html> 
37OECD<http://www.oecd.org/document/50/0,3343,en_2649_34267_2514994_1_1_1_1,00




























                                                  





呼ぶことにする。 」としている。(Coleman1990 461 頁)。 
40  タン・ミッシェルは、ソフトローとして以下を挙げる。(タン 2007) 
(i)  自主行動基準(事業者や事業者団体が運営するもの) 
(ii)  ADR スキーム(PL センター、ビジネス・オンブズマンなど) 
(iii)  企業の社内苦情対応マネジメントシステム 































                                                  




範を共有する相手を見分け、 その小集団内で協力関係を築くことには利益がある。 (Henrich, 
Henrich 2007) 
42  ある企業間連携が成功すると予想される理由を一方の企業の経営者が説明した際、両社

























させる要因として働いたに違いない。 」と論じた。(速水 2000  324 頁) 
最近も、資本市場によいシグナルを出すことの重要性が指摘されている。企業関係の
弁護士である久保利英明は、 「近時においては社会的責任(CSR)が企業評価の重要な要因





か。 」(小林、小島、水谷 2007  18 頁) 
                                                  
43  生態人類学者 Kalplan、Holl の分析が、(竹澤、亀田 2002 131 頁)で紹介されている。 
44  もちろん、より広く一般に採用されることなどにより、デジュール・スタンダード、す
なわち ISO、IEC 等の国際標準化機関で関係者が合意した標準や、法となっていく可能性














































(久保利 2007  18 頁)郷原信郎も、コンプライアンスは単に法令を守ればよいということ
ではないことを強調している。(郷原 2007)コンプライアンスは、 「法令遵守」と訳すので
はなく、 「規範遵守」と訳すべきである。 
    これらを踏まえて「市場の規範」を分類し図示すると、以下のようになる。 
 
       (図 7)  市場の規範の創設方法と遵守手段 
 
創設方法＼遵守手段  強制  経済社会の圧力 良心 
立法    A     C    E 
立法以外    B     D    F 
 
A  法のうち、行政処分や罰則を伴う規定と、裁判で履行が強制される民事ルール 
B  商慣習が裁判で強制される可能性 
C  法の努力義務規定、プログラム規定、批准手続きを経た国際法の一部 
D  自主行動基準、規格等のソフトロー(狭義)、批准手続きを経ない国際合意等 
E  法の努力義務規定の一部 










ここでは扱わない。   33
また、以下の各分野では、必ずしも「規範」という表現ではなく、別の表現で関連し





















(松井 2002  38-39 頁) 
                                                  








2005  401 頁) 
46  ロバート・ギボンズは、囚人のジレンマゲームが繰り返される場合の協力について、 「評
判モデルを解説した後、プレーヤーの一方が「しっぺ返し」戦略を取る確率が高くなるほ




返し」戦略が最強だった。(Axelrod 1984)   34
青木昌彦は、正常な取引を行えるようにする「市場のガバナンス」について検討し
た。そして、このガバナンスには私的なものと公的なもの、公式なものと非公式なも










る可能性を指摘した。(Taylor1987 10,209 頁) 
行政学では伊藤修一郎が、景観条例を豊富な実例とゲーム理論を用いて分析した。
その結果、 「行政指導を中心とした誘導型の景観条例が機能するのは、住民の顔ぶれ





1992  148 頁) 
法と経済/法社会学でも、 ゲーム理論から法や社会規範について論じられている。 (太
田 2004  125 頁)ゲームが繰り返される中で、 ある戦略をとる主体の数が増え、 社会・
集団全体が動いていくプロセスを考える「進化ゲーム」の研究も、経済学、心理学、







ることを示した。(太田 2001  137 頁、太田 2002  104 頁) 
 
②  人間の経済社会行動の実験(行動経済学/実験経済学、社会心理学) 
リチャード・セイラーは、公共財に関する実験を通じて「人びとは相手方が自分た
ちを利用していることに気づくまで協調し続ける傾向がある。 」とし、その理由は協  35
調する方が他人からの協調を引き出すほか、 他の協調者に取引しようという気を起こ
させていい結果を得るからだとしている。(Thaler1992  26 頁)このような行動経済
学は、 「協力的集団は、闘争という淘汰圧に対して非協力的集団よりもより良く適応



























変化の真相であったように思われる。 」(North1990 154, 156, 183 頁) 
ジョン・ケイは、人々を取り巻く環境が異なった行動を起こさせるとし、 「公共善





































2007  序、92 頁) 
 
                                                  
48なお、著者はオックスフォード大学等を経て、ロンドン・スクール・オブ・エコノミック
スの客員教授であり、フィナンシャル・タイムズ紙のコラムニストでもある。   37
④  原理の探求(哲学、政治理論) 






  金谷は論語の解説で、以下のように述べる。 















(Rawls2001  11, 356 頁) 
 








一歩も出まいと努めて来た」と表明している。(渋沢 1985 再版  186 頁) 
そこで、論語の前述の引用部分を他の議論と比較しながら、共通して論じられる内容
の抽出を試みる。   38
 


































ロールズの著書は、 法が国民の合意によって作られ、 高度に使われているという、  39
孔子の生きた時代とは対極的な時代に出版された。しかし、法や国家の歴史がまだ
浅かった孔子の時代と、国家が非常に強い帝国主義や中央計画経済の失敗から学ん































                                                  
49  山岸俊男は、日本社会にはルース・ベネディクト著『菊と刀』 「恥の文化」と形容した特
徴をもつインフォーマルな相互規制があったとし、集団間の移動が極めて小さい社会だっ





①  商品・サービスの種類の増加 








    ・家計からみると、エンゲル係数の低下と自由な消費の増加がみられる。(八代、鈴木





   




    ・カタログ通販からインターネット通販、携帯通販等、通信販売の媒体も多様化





③  グローバル化 
        上記の「販売事業者の増加」は、グローバル化の進展で一層加速された。これに
ついては、以下のような指摘がある。 
        「消費社会の国際化は、 『生産』の場と『消費』の場が国境をはさんで分離したと
                                                  
50 2006 年 9 月に閣議決定された 「中心市街地の活性化を図るための基本的な方針」 も、 「中
心市街地の衰退が進みつつある」とした。   41
ころから始まった。 」(境井 2002  25 頁) 
    「 ・ ・ ・ 情 報 ・ 通信技術の飛躍的発展・・・の波は、 ・・・消費者にも荒波となっ
て覆い被さってきた。 ・・・相手方の確認も困難で、世界的規模で各種のトラブ
ルに巻き込まれやすい。 」(鹿野、谷本 2000 はしがき) 

































の差はあるが、これらほど大きくはない。   42
間に信頼感を持つ世代は高齢化してきた。 「ソーシャル・キャピタル」の研究で、他人
に対する一般的な信頼感について調査したデータがある。この調査から、年代別の対人














とした。(Putnam2000  165,317,318 頁)この指摘が日本にもあてはまるとすれば、
                                                  
53 1982 年に発表された日本文化会議編の調査が紹介されている。(松村 2004 25 頁) 
54標本数は 3000 で、標本数が最も少ない年齢層は 70 歳以上の 16 であるが、20 代から 50
代の五歳ごとの標本数は、それぞれ 100 以上ある。 
55グラフの縦軸の数字は「あなたは、一般的に人は信頼できると思いますか?それとも信頼
できないと思いますか?」 という問いの答えで、 1 が 「ほとんどの人は信頼できる」 、 9 が「 注
意するに越したことはない」 、5 が「両者の中間」としたアンケートへの回答の数字を年代
別に平均したものである。年齢は、一番左が 15 歳から 19 歳、一番右が 70 歳以上、その間
は五歳ごとの区切りである。20 代、30 代の平均はそれぞれ 5.9、50 代、60 代の平均はそ

































   これまで「市場の規範」一般についてみてきたが、ここからは、悪質商法について
考える。 
(1)  市場の規範低下がもたらす悪質商法 












                                                  
56この元となるのは、Shelling が 1978 年に示した「臨界量(critical mass)モデル」である。
太田は、このモデルを用いて高速道路の速度制限違反を検討する。速度制限違反が臨界量
を超えると「流れに乗って運転するべきである」等の規範が発生して速度制限違反者が増




(2)  悪質商法がもたらす市場の規範低下 
①悪質行為の職業教育 






置換えを伴いつつ進行してきた」という分析がある。(樋口、砂田、松浦 2005  57 頁)
また、 「学歴貴族・既得権を持つ中高年層が若者・非正規雇用者の就業機会を奪い、社
会階層の流動化を阻害して格差を助長する。 」という見方もある。(福井 2007  64 頁) 
この時期、営業の職種では比較的採用があったが、この中に悪質な事業者も含まれて
いた。経済産業省経済産業政策局・リクルートワークス研究所のデータによれば、
1999-2000 年現在で求人倍率の高い職種の上位 5 位はいずれも営業系であった。このう
ち、不意打ち的な訪問販売や電話勧誘が含まれると考えられる「営業(個人新規)」の求










                                                  
57  たとえば、経済産業省が 2007 年 5 月に処分した資格教材の電話勧誘販売事業者の代表
者は、2006 年に処分した同様の事業者に在籍していた。 
<http://www.meti.go.jp/press/20070528006/070528system.pdf> 
また、 経済産業省が 2008 年 3 月に処分した健康機器の訪問販売業者の代表者や大半の営業
員は、2008 年 2 月に東京都が処分した同様に事業者に 2007 年 9 月まで在籍していた。 
<http://www.no-trouble.jp/u/pdfs/080327ts.pdf> 
58 ( 樋口、児玉 2005 46 頁)に引用された経済産業省経済産業政策局・㈱リクルートワーク
ス研究所のデータ(2001) 
59  悪質な営業行為で苦情が多かったある事業者のホームページでは、 「若い人の多い職場で
す」という「先輩の声」などを掲載し、常時求人を行っていた。   45
 
②社会の信頼感の低下 
    また、悪質商法は、社会の信頼感を損なう。仁平義明は、悪質商法が被害者の心理に
悪影響を与えることを指摘する。具体的には、 「悪質商法は、人が精神的に健康に生き
ていくための、他者への信頼、自分の能力への信頼を奪う。 」とし、また、被害という







(3)  市場の規範低下と悪質商法の悪循環 
このような動きを阻む社会の力も、あまり働かなかった。 


















    このようにして、悪質商法の増加と市場の規範の弱体化が進んでいったと考えられ
る。すなわち、 「消費者取引の市場の規範が弱まった」ことが、悪質商法増加の原因
となり、悪質商法の増加が、市場の規範を弱めてもいた。 
                                                  













ガス風呂釜による一酸化炭素中毒の死亡事故は、平成 2 年から 6 年にかけては 32 名、
平成 12 年から 17 年にかけては 3 名と、減少している。61 
ただし、生産・輸入業者に重大事故の報告を義務付けた改正消費生活用製品安全法が










①  製品数の増加と経年劣化、新製品の複雑化、低価格化、小型化と事故 
日本の家庭部門のエネルギー消費は、2005 年度は 1973 年度の 2.2 倍となった。





                                                  
61  平成 18 年 9 月 4 日付、経済産業省原子力安全・保安院発表「ガス風呂釜及びガス瞬間湯
沸かし器の排気筒の設置不良等に係る一酸化炭素中毒防止対策の促進について」 
< http://www.meti.go.jp/press/20060904005/press-release.pdf > 
62  独立行政法人製品評価技術基盤機構の「平成 18 年度事故情報収集制度報告書」もある。






















                                                  
63 2007 年 11 月に公布された消費生活用製品安全法の改正 
<http://www.meti.go.jp/product_safety/producer/shouan/07kaisei.html> 
64 2006 年  経済産業省の発表
<http://www.meti.go.jp/press/20061030003/20061030003.html> 
65 2007 年  経済産業省の発表<http://www.meti.go.jp/press/20070216012/boshu-p.r.pdf> 
66  経済産業省の注意喚起 
<http://www.meti.go.jp/product_safety/consumer/pdf/defend3.pdf> 
67 2007 年 6 月に経済産業省が公表した例は以下のものだが、 このほかにもリコールは相当
数ある。 
<http://www.meti.go.jp/press/20070613006/heater_press.pdf> 
68  電気髭剃り器の充電器で、800 件を越える発火事故が起きた機種もある。2007 年  経済
産業省の発表<http://www.meti.go.jp/press/20070619003/070619press_set.pdf> 
69  独立行政法人製品評価技術基盤機構(NITE)の発表 
<http://www.nite.go.jp/jiko/news/072/news72.html> 





2008 年 4 月 21 に経済産業省が行った説明会の資料  48
 























74  経済産業省からの再発防止のための周知 
<http://www.meti.go.jp/press/20060823001/20060823001.html> 













78  独立行政法人国民生活センターの発表 
<http://www.kokusen.go.jp/news/data/n-20070705_2.html>   49
を含め、何も対応していない事業者もあった。79  
 
















      次に、製品事故の背景から、市場の規範について考える。 
 





                                                  
79 2007 年 3 月の製品安全点検日セミナー等で経済産業省が配布した「大人用資料・製品事
故から身を守るために」は、ハロゲンヒーター等電気ストーブのリコールに関して、リコ




80 2005 年 2 月、 経済産業省  ディスポーザー及び台所用洗剤等の連鎖販売取引のインター
ライフ㈱に対する処分  <http://www.meti.go.jp/policy/consumer/release/interlife.pdf> 





82  経済産業省 2008 年 2 月の処分  <http://www.no-trouble.jp/u/pdfs/080221nw.pdf>   50
のだから実際の品質より高い価格をつけよう』 と思っているだろう」 と予想するため、
より安い価格でしか買わなくなってしまうのだ。この「高品質の中古車をもつ売り手



























































その原因として、 「消費者取引の市場の規範が弱まった」可能性がある。   52
<第三部  消費者政策> 
 
6.消費者政策に期待される効果 




(原因 1)  事業者に対して消費者の力が弱まった。 
(原因 2)  消費者取引の市場の規範が弱まった。 
 
ここで、本稿は、 「(原因 1)事業者に対して消費者の力が弱まった。 」は悪質商法につ







(効果 1)  事業者に対して消費者の不利を是正する。 




策を比較的肯定的に論じる側からの議論を、 戦後の消費者運動の発足も交えて紹介する。  























とはいえません。 」(館、小宮 1964  13 頁) 
これらの背景も踏まえ、1968 年に消費者保護基本法が議員立法により制定された。こ
の頃から 20 世紀の間、消費者政策の効果として期待されるもの、すなわち消費者政策
の意義としては、 ①弱者論、 ②市場の失敗、 ③公正性が挙げられてきた(落合、 及川 2001)。
以下でそれぞれについて、これまでの議論を紹介する。 
 
①  弱者論 
      消費者保護基本法は、弱者としての消費者を保護するものだった。この法律に
ついて内閣府国民生活局の井内正敏は、 「消費者が事業者に対し交渉力などの点で
弱い立場にあるとの認識を前に、国や地方公共団体が消費者を保護する責務を負っ
ていると規定していた」(井内 2007  3 頁)とする。 
      しかし、その後考え方が変化し、2004 年に消費者保護基本法を改正して作られ
た消費者基本法は、消費者の自立を重視する。 
これについて細川幸一は、以下のように解説する。 





名称も消費者基本法となった。 」(細川 2007  65 頁) 
     井内正敏は、以下のように解説する。 
「・・・消費者基本法が制定された。消費者の権利をベースとして、権利実
現のために消費者政策を実施することとし、消費者の『保護』から『自立の
支援』へと政策の重心が移されることとなった」(井内 2007  6 頁) 
   54
②  市場の失敗 
市場の失敗は、国家の介入の必要性で挙げられる古典的要素である。消費者取引
の場でも、情報が不十分であることなどによる市場の失敗がある。83 
しかし、 統制経済による厚生の低下などの 「国家の失敗」 もまた指摘されるため、
市場の失敗の存在だけでは、政策として国家が市場に介入する上で十分な条件には




















利」 を説く見解につい 「今日の日本法においては、 『消費者の権利』 はそれ自体が 『人
権』として承認されているとは言いがたいだろう。 」としつつ、 「もっとも、 『消費者
の権利』を掲げる議論には、運動論としての意義が認められることは確かである。 」
とした。そして、消費者基本法が基本理念とする「消費者の権利の尊重」等につい
て解説した。(大村 2007  31,32, 410 頁) 
 
(2)最近の考え方 
                                                  
83  消費者取引の情報の不完全性についての最近の文献に、 (細江 2008)、 (小林 2008)がある。 
84  日本国憲法「第 13 条  すべて国民は、個人として尊重される。生命、自由及び幸福追求
に対する国民の権利については、公共の福祉に反しない限り、立法その他の国政の上で、
最大の尊重を必要とする。」   55
  ①内閣府による整理 
前述のような議論を背景として、最近の消費者政策が形成されている。 






消費者」の記述(内閣府国民生活局 2007  6 頁)に見出しをつけて要約すると、以下の
ようになる。 




















松本恒雄は、 時代とともに変化する消費者政策を、 一層明確に示した。 すなわち、 1960




る。 」とし、ここでは「誠実な事業者は不誠実で悪質な事業者が市場からいなくなるこ  56
とにより利益を得られるのであるから、消費者と同じ側に立っていることになる。 」と
する。(松本 2007  81 頁) 
 
(3)消費者と事業者が共有する価値に照らした議論の可能性 







①  「消費者の権利」と「営業の自由」 
  前述の「消費者主権」や「消費者の権利」に対し、消費者政策に消極的な議論とし
て論じられたのが、 「営業の自由の侵害」である。たとえば 1960 年代、消費者政策の芽
生えの時期に、消費者保護を積極的に認めるべきという立場と、これに反対する立場の
間で、 「営業の自由」の解釈は異なった。 「営業の自由」の概念に関する学問的な激しい
















                                                  
85  たとえば、2007 年 11 月 27 日の産業構造審議会消費経済部会特定商取引小委員会に、日
本新聞協会が提出した 「特定商取引法改正に関する日本新聞協会販売委員会の意見」 は、 「法
改正の趣旨は、悪質事業者から高齢者などを保護することであるはずだが、勧誘を拒絶す
る消費者に対する勧誘の禁止および勧誘意思の確認義務が、すべての訪問販売に導入され














る。 」(日本弁護士連合会 2007  2 頁) 
 










































  b.消費者政策積極論:限られた個人消費を善良な事業者へ 
マクロ経済から見れば、積極的な勧誘が消費性向を高めるとは考えにくい。ま
た、日本の貯蓄率は低下傾向にあり、今後とも高齢化に伴い低下が継続すると考



























析に懐疑的なことがあった。 「”社会的価値の金銭的評価”など、 一体すべきなのか否か。 」
という疑問(石黒 1998  101 頁)は、共有する人が多いと思われる。 
しかし、数値で表されるのは金銭的価値に限られない。 「金銭所得、得票数、福利厚
生の主観的な感情、社会の平均厚生、その他の何を最大化しようとするものであっても

















































                                                  
86  日本のような、 いわゆる国民国家を念頭に置いている。 日本でも少数民族の議論はあり、
また、都会から来た悪質商法の事業者に田舎の純朴な高齢者が騙されるなど、市場の規範
の地域による差もある程度はある。しかし、国際的な違いに比べると、国内での市場の規






   







の必要性が大きいことが導かれる。 」(太田 2001  127 頁) 




















市場の好循環と安定の経路を示した研究としては、 社会秩序にとって規範が持つ意義  62
についての太田勝造の分析(太田 2000  188 頁)87がある。 ただし、 太田の分析と本稿は、
用語法や対象が異なる。このため、太田の議論を本稿の言葉に翻訳しつつ解釈を試み、
単純化すると、 以下の 「好循環経路」 ができる。 市場の規範が取引相手との協力を促し、
その協力が市場の規範の構築と安定を招くという、規範と協力の好循環である。 
               

















              
            市場の規範構築の経路 
a.人々が、信頼感に基づき取引を繰返す 
→市場の規範を自ら創設・遵守し、他人にも遵守に向けた圧力を加える 



























            消費者政策に期待される効果 
①  取引相手と協力しやすい構造を作る。 
②  よい行動方針をとりやすくする。 
③  調整コストを下げる。 
 
①  取引相手と協力しやすい構造を作る 







      これは、 経路 a そのものであることに加え、 経路 b の強制とも関係する手法である。 
      なお、この「取引相手との協力」は、談合等による「競争相手との協調」とは全く
異なるものである。 
 
                                                  
88太田は、消費者契約法についてのゲームの理論を用いた分析から、 「取引が単発的である
よりも複数回繰り返されることが多くなるように、法システムや社会構造を設計するべき
であるという政策的示唆を受けることができる。 」としている。(太田 2001  138 頁) 
89  アクセルロッドは、 「過去につきあって相手を識別する能力と、そのつきあいの内容を覚
えておく能力は、 協調関係を保持していくうえで必要である。 」 とする。 (Axelrod1984  147
頁)   64
②  よい行動方針をとりやすくする 















  よい行動方針をとりやすくすることで、 経路 a の信頼感と遵守圧力を醸成すること
が期待できる。また、この分野の具体的な政策の一部は、経路 b の強制でもある。 
 











                                                  
90  「行動方針」という用語は、ゲーム理論の「戦略」をより一般的な用語に言い換えたも
のである。 




(太田 2001 138 頁)   65
これは、経路 a の「他の人も守るという信頼感」に貢献し、自らの遵守と他の人の
遵守に向けた圧力に貢献する。経路 b の強制とも関係する。 
 




(1)  取引相手と協力しやすい構造を作る 
  取引相手と協力しやすい構造を作る具体的な政策としては、以下が挙げられる。 
 























                                                  
92  事業者名を明らかにせず取引を行った事業者を行政が特定して特定商取引法による処分
を行った例としては、2006 年 3 月の出会い系サイトに対する業務停止命令が挙げられる。
経済産業省<http://www.meti.go.jp/policy/consumer/press/060331arai-t.pdf>   66
引や月謝制であれば、消費者は役務内容が気に入れば取引を繰返し、気に入らなけれ
ば取引は止める。一回ごとの契約や月謝制の方が、事業者が消費者に気に入られるよ











③  消費者団体が情報を周知し、消費者がこれを踏まえて行動するよう促す 
消費者団体は、戦後、主婦連や生協から始まった後、多様化していった。全国消費者










生協の共同購入等に言及する。 (正田 1997  326 頁)樋口一清は、 「消費者運動の役割は、
社会に警鐘を鳴らす段階から、 消費社会の重要な機能を分担することへと発展していく
べきではないかと考えている。 」 として、 ネットワーク化、 消費者教育等を提唱する。 (樋
口 2007  124 頁) 





94 2007 年 6 月に特定商取引法の特定継続的役務の規定に基づいて出された外国語学校
NOVA に対する処分では、1 年を超えるレッスンを一度に契約することを 6 か月間禁止し
た。この事業者は、3 年 600 回分のレッスンチケットを一度に契約するなど、多数回をまと
めた契約が多く、レッスンの予約が取れないのにチケットが期限切れになる等のトラブル








  このことについて、松本恒雄は、以下のように評価する。 
「消費者基本法が、個々の消費者や個々の事業者とは異なった役割を消費者団体や
事業者団体に与えたことによって、 公益を実現する機能を、 行政機関のみならず、
民間団体にも認める素地ができたのです。 」(松本、上原 2007  3 頁) 
 
④  事業者団体が、事業者が業界全体の評判を考えて行動するよう促す 



















1999  96 頁) 
    日本訪問販売協会は、会員事業者の訪問販売員に、会員であることの証明を発行して
いる。これが消費者に認識されることは、会員企業の自主的努力を促すこととなる。ま
た、会員の評判を確立させるためにも、会員資格の厳正な見極めが必要である。   68
    消費者の評判に加え、関連事業者の評判も重要である。たとえば、クレジット事業者
が加盟店の訪問販売事業者を調査する際に日本訪問販売協会の会員であることを積極
的に評価すれば、このことも、日本訪問販売協会の自主的努力を促す。 






上位置づけ、周知することが挙げられる。特定商取引法第 27 条から 29 条が、 「訪問販
売協会」について規定している。なお、同法 30 条から 32 条は、 「通信販売協会」につ
いて規定している。 




















a.  消費市場における効果 


















の情報が求職者に届くようにする上でも、 特定商取引法に基づく処分は効果がある。  
 












































る。 」 とする(馬場 2002  163 ページ)。 東珠実は学校教育を中心に内外の消費者教育
の実態を紹介し、 「消費者の私益と市民の公益」の「バランスのとれた発展」をめざ
すことを提唱する。(東 2005  101 ページ) 
 
                                                  
95  たとえば実教出版の平成 18 年度版「家庭基礎」は、消費者契約と特定商取引法等の悪質
商法対策に 2 ページ、販売信用や消費者金融に 1 ページ、計 3 ページを割いている。平成
19 年版の「新家庭基礎 21」は、同様の内容については、消費者契約に 2 ページ、販売信用
や消費者金融に 1 ページ、特定商取引法等の悪質商法対策に 3 ページ、電子商取引等と個
人情報に 2 ページ、計 8 ページを割いている。なお、総ページ数は、いずれも 175 ページ
である。ただし、実際の家庭科の授業では、調理や被服関係が中心となりがちで、消費者
関係にはそれほど触れない場合もあるといわれる。このような状況の中で、たとえば社会
に出る直前の高校三年生の三学期に消費者教育の出前講座を行う例もある。   71
  ③  重大製品事故の報告を義務付け事故情報を公表する 



















温風暖房機98の回収を徹底的に行い、 消費者の多くがこれに好感を持ったといわれる。  
      
(3)  調整費用を下げる 
調整費用を削減する効果があると考えられる消費者政策には、以下のような例があ
                                                  
96  詳細は、経済産業省 http://www.meti.go.jp/product_safety/producer/lecture01.html 参
照。 










< http://www.meti.go.jp/policy/consumer/seian/contents/anzenweek/miomamoru_c.pdf > 
98  事故の原因等については、独立行政法人製品評価技術基盤機構による事故調査報告に関
する、2006 年 7 月の経済産業省の発表を参照
<http://www.meti.go.jp/press/20060704004/houkokusho-set.pdf>   72
る。 
 
①  関係者間の情報交換を行う 
たとえば製品安全を確保するために、関係者間の情報交換が行われている。経済産
業省は、パロマの瞬間湯沸かし器事故等を受けて 2006 年 11 月に「製品安全総点検週














      このように、幅広い関係者が密接な情報交換を行う場を提供する政策には、調整費




100  「共通知識」が協力を導くことについて、(Chwe2001)が論じている。   73
用を下げる効果が期待できる。 
 















③  標準を作る 





    このような標準は、当初はたとえばコンセントの形状など、ハードの標準として
策定され、製品安全の確保に役立ってきた。最近は、たとえば ISO9000 として知ら































ついて、 前記の(1)  市場参加者が協力しやすい構造を作る、 (2)よりよい戦略をとれるように
する、(3)調整コストを下げる、の三項目に分けて考える。 
 
(1)  取引相手と協力しやすい構造を作る 
経済産業省は発表文の中で、 「③クレジット規制の強化」の内容として「個別クレジ








                                                  
103  経済産業省の発表  http://www.meti.go.jp/press/20080307003/20080307003.html 
なお、その後経済産業省は 2008 年 4 月 3 日に、特定商取引法と割賦販売法の改正案のポイ
ントの説明資料を発表している。<http://www.no-trouble.jp/u/pdfs/kaiseipoint.pdf> 

















































































                                                  
106  藤田は、流通業界の返品制について述べている。(藤田 2006  13 頁)   77
する中で、消費者、事業者、政府のすべてがどのように市場の規範を構築、維持すると
経済社会の発展、安定が得られるか、という観点から考えるべきである。   78
 ( 別添)           
「市場の規範」と類似の用語 
 




①  「市場の規範」と「礼」 





とがあるとし、 (金谷 1970  161 頁)国を治めるための礼の注釈として、 「法律と対して、
それほどきびしくはない慣習法的な規範」と記した。(金谷 1963  28 頁) 
  「市場の規範」のうち、 「経済社会の圧力で守る規範」と「良心で守る規範」は、この
ような「礼」の一部である。 
 

















                                                  











のような価値観に照らして、 「市場の規範」が「低下した」 、 「弱まった」 、又は「市場の
規範」を「構築する」等の表現を用いる。 
つまり、本稿の用語によれば、A 時点の個人の行動が B 時点の「市場の規範」を生む。
また、この B時点に限ってみれば「市場の規範」が外生的に与えられ、B 時点又は C 時













見的に設けるべきではないと考えるからである。 」(奥野、瀧澤 1996  319 頁) 
その後、青木昌彦は、 「制度」には以下の三つの定義があると整理し、このうち C を採
用して議論した。(青木 2003  8 頁) 




概念である。 日本語の 「制度」 よりも、 これに対応する英語の 「institution」 には、 組織、
すなわちゲームのプレイヤーという意味合いが強い。   80






化を理解する鍵となる。 」(North1990 3 頁) 
  ジョン・ケイは、制度を「正式の規制や暗黙のルール、評判と調整のメカニズム、協力




ステムは、 どんな社会においても、 市場取引を円滑に行うための手段である」 と記述した。










受けないものもある。 」(森田 2007  148 頁)。 
政治学の河野勝は、制度を「アクターの行動に課されるパターン化された制約」と捉え
ることを「経済学的定義」 、 「アクターの現実理解や行動を意味付けるもの」と捉えること
を「社会学的定義」と呼んで対比させた。(河野 2002  13 頁)少なくともこの前者の「経
済学的定義」は、青木の分類によれば B の「ゲームのルール」であると考えられる。 
なお、 社会学では、 規範が社会に受容されることを 「規範の制度化」 と呼び、 これを 「制





  青木の分類 C は、ゲームのプレイヤーが行動を他に変更する動機を持たない「ナッシ
ュ均衡」であり、②で検討した「行動の規則性」と類似の概念であると考えられる。   81
 












され、(正村 2007  136 頁)「規範の作用および規範による制度の形成」が社会秩序を作る
とされる。(友枝 2007  132 頁)太田勝造は、法社会学の研究で、持続的ないし反復的な社
会的パターン一般を総称して「社会秩序現象(Social Order)」と呼ぶこととし、これをも
たらす行為を「社会秩序行為」として分析した。(太田 2000 139 頁) 
  「市場の規範」の遵守によって、市場の「秩序」がもたらされる。 「市場の規範」の遵
守は、太田の「社会秩序行為」の一部である。 
   82
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